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は行政の介入に従わざるを得ないのである。結果的に、投資の過熱によりインフレがもた

らされ、政府はインフレを引き締めるために、金融政策や財政政策のほかに、行政指導と

いう「伝家の宝刀」を使わざるを得ない。この結果、景気の乱高下を余儀なくされている

のである。 

 基本的に、中国政府にとって失業問題を改善するために、8％前後の経済成長を維持す

る必要がある。そのために、投資の拡大を図り、消費を刺激する政策が講じられる。問題

は、国有企業を中心とするソフトな予算制約のもとで採算の合わない投資の拡大は国有銀

行にとり巨額な不良債権につながる点である。また、社会保障制度が整備されていないた

め、景気刺激策が講じられても、個人の消費は大きく拡大することはない。現に、中国の

貯蓄率（貯蓄÷国内総生産）は途上国の中で 40％という異常に高い水準に達している。す

なわち、重要なのは、経済成長率そのものの水準というよりも、経済成長を支える諸要因

の中身なのである。 

 目下、高い経済成長が維持されている背景に、廉価な労働力があると考えられる。一般

に、オープン・エコノミーにおいては経済成長とともに賃金は正比例的に伸びると考えら

れている。しかし、中国では、これまでの 20 年間、労働賃金の平均水準はほとんど上昇

していない。しかも、ドル換算の労働コストは人民元の切り下げと 94 年以降のドルペッ

グにより逆に若干低下しているのである。経済は成長しているのに、賃金は変わらない、

この現象を経済学的にどのように理解したらよいのだろうか。 

 実は、労働賃金の中身をみれば、ホワイト・カラー（管理職）の労働賃金は経済成長に

比例して上昇している。問題は、ブルー・カラーの労働賃金が低く抑えられていることに

ある。中国政府の公式発表によると、農村地帯において 1億 5,000万人の余剰労働力が待

機している。膨大な労働力供給はブルー・カラーの賃金上昇を抑えているのである。しか

し、問題はこれが一時的な現象なのかどうかにある。 

 2001年以降、外資系企業を中心に労働力不足の問題が急浮上している。その背景には、

①労働条件の悪化（社会保障に加入していないなど）、②労働賃金水準に対する不満、③労

働環境の悪化などがある。すなわち、出稼ぎ労働者は、徐々に都市部の生活に慣れ、劣悪

な労働環境ならば、賃上げを求め、経営者側は応じなければ、労働者側は仕事をやめてし

まうのである。したがって、労働賃金の抑制はあくまでも短期的な現象であり、賃上げは

もはや時間の問題といえよう。 

 中長期的な観点から考えれば、持続可能な安定した経済成長を目指すには、現在の投資
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拡大と労働賃金抑制という、労働効率と資本効率を犠牲にしたものであってはならない。

労働効率の低下は消費を抑制する。同時に、資本効率の低下は不良債権の上昇を意味する。

したがって、持続可能な循環型経済成長は、経済成長とともに、労働効率と資本効率も徐々

に向上しなければならない。そのためには、以下の改革に早急に取り組むことが必要であ

る。 

 まず、政府行政の改革である。政府行政による国有企業経営への干渉の問題は長年指摘

されてきた。市場経済化と市場開放の流れのなかで、政府行政による企業経営への干渉を

制度的に禁止し、同時に、国民による政府に対するチェック機能の強化も求められている。 

 そして、国有銀行改革である。国有銀行のバランスシートに巨額の不良債権が生まれて

いる。同時に、低い収益性と脆弱なリスク管理能力は経営改善の足かせとなっている。国

有銀行経営改革の第一歩は、経営情報を開示し、その経営責任を明確にしなければならな

い。その中で、再建の見込みのない銀行は早期に破産処理を実施すべきであろう。同時に、

銀行業への新規参入の垣根を引き下げ、民間資本による銀行業への参入を積極的に推し進

めることが重要である。 

 さらに、国有企業改革である。国有企業改革は、1983年と 1984年の 2回に亘る利潤上

納から納税への制度変更（利改税）から始まり、政府機能と経営機能の分離、生産請負責

任制の導入、株式会社への転換、大型国有企業の管理強化と中小国有企業の自由化（掴大

放小）などさまざまな経営改革が試みられてきた。その中で、国有企業の財務体質を多少

なりとも改善させたのは、98 年ごろから始まった国有企業余剰労働力のリストラである。

それまで、国有企業の労働者は国家の主人公として手厚く保護されていた。しかし、国有

企業の経営悪化と国家財政赤字の拡大により、国有企業をこれ以上赤字補助金の支給によ

って維持できないため、余剰労働力のリストラが推し進められるようになった。 

 また、「政府行政→国有銀行→国有企業」の関係を法制化することによって再定義するこ

とが必要である。同時に、新たな経済発展モデルとして、市場メカニズムに基づく調整を

重視し、政府行政はあくまでも市場競争のレフェリーに限定し、その中で民営企業の発展

と振興を図ることが必要である。国有企業のなかで市場経済に適応できないものは今後市

場から退出することになる。その代わりに、民営企業が新規参入し、それによって経済の

活性化が図られる。また、国有企業の大部分は一連の改革のなかで、民営化されることに

なる。計画経済から市場経済に移行するプロセスにおいて、行政が取り組むべき作業はル

ールの強化と監督チェック機能の透明性確保である。具体的な経営活動は企業自らの裁量

 17



によって決断されることにより、そうなれば、企業の投資と資源配分も徐々に最適化され

ると考えられる。 

 

７．所得格差の縮小と税財政制度改革 

 中国経済は、高成長を続ける中で、所得格差も予想以上に拡大している。一般に、注目

を集めている所得格差の問題は、沿海部と内陸部の格差および都市部と農村部の格差であ

る。理論的には、都市部と農村部の所得格差の拡大は都市部の製造業とサービス業の労働

生産性と農業の労働生産性のギャップに起因するものである。また、沿海部と内陸部の所

得格差はそれぞれの労働生産性の違いによるところが大きい。内陸農村部の労働生産性を

高めなければ、所得格差の縮小は望めない。 

実は、もっとも深刻なのは、都市部内の所得格差の拡大である。ある意味では、地域間

の所得格差は資源の賦存条件などの初期条件の違いに起因し、ある程度まではやむを得な

いことと思われる。しかし、地域内の所得格差は、国有企業の余剰人員削減と社会保障制

度の未整備によるところが大きい。このままでは、インフレやデフレに突入すれば、中国

社会は深刻な恐慌に陥る恐れがある。 

 そもそも「改革・開放」政策の基本理念は、豊かになることを奨励する「先富論」であ

る。しかし、社会の安定を維持するためには、低所得層の生活を保障する制度の構築が不

可欠である。高い成長率の維持に重点が置かれた政策では社会弱者層に対する保障が大き

なウェートを占めることはありえない。国家財政も社会保障機能の充実よりも、道路や鉄

道などハードな社会インフラ整備に重点を置いている。 

 日本的な価値観から考えれば、所得格差の拡大は即社会の不安定化を意味するものと思

われるが、中国社会において、ある程度の所得格差はむしろやむを得ないことと思われて

いる。何よりも、自らの実力によって豊かになることは個人にとっての憧れの的である。

この点、米中の価値観は多くの共通点を持つようである。 

 しかし問題は、共産党一党支配の政治体制と市場経済化への進展の間でミスマッチが起

きていることである。透明性を欠いた現行の政治体制において、富裕層はほんとうに自ら

の実力によって豊かになっているかどうか疑わしい。この点について、国民の不満はかな

り高まっている。 

 25年間の「改革・開放」政策の結果、経済のかなりの部分が市場経済化されている。公

式統計によると、95％前後の財の価格が自由化され、市場メカニズムに基づいて形成され
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るようになった。とはいえ、土地、エネルギー、金利・為替レート、運輸サービスなどの

プライスは依然として、政府行政によってコントロールされている。アセット・マーケッ

トが整備されていない現状において、土地などの資産価格が適正に評価されない。全国各

地で大規模な不動産開発が展開されているが、土地買収を巡るトラブルが多発している。

不動産開発業者は意図的に土地価格を低く抑え、レント・シーキングに走っている。この

ことは、住民の不満に火をつけ、各地で暴動につながっている。要するに、経済の高成長

が続いているが、その流れに乗り遅れている負け組の不満は、社会の安定を脅かす大きな

リスク要因となりつつある。 

 すでに拡大している所得格差を縮小する方策として、税財政政策による所得再配分が有

効と考えられる。具体的に、高所得層から徴税を行うと同時に、その財源を低所得層の保

障に当てるということである。しかし、中国では、所得税などの直接課税は十分に行われ

ていない。贈与税や相続税は未だに導入されていない。要するに、富裕層は市場経済の恩

恵を享受しながらも、納税の義務を果たしていない。 

図表 8 歳入、歳出と財政収支の GDP比の推移（1986～03年） 
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（出所）ADB Key Indicators 2004 

 一方、歳出面をみると、行政部門の膨張に伴う事業費の増加やインフラ整備への支出の

拡大は財政収支の悪化をもたらしている（図表 8、図表 9参照）。財政赤字が拡大するもう

一つの背景として、98年以降のデフレ経済脱却のための積極財政政策があげられる。しか

し、財政赤字の国内総生産比はすでに 3%の警戒水準に達しており、国家財政がこれ以上
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悪化するようになれば、経済成長を減速させるリスク要因として懸念される。 

 実は、リスク要因として財政赤字の拡大は、単なる国家財政のソルベンシーの問題では

ない。第 1に、財政赤字の拡大により国家財政によるマクロ経済の調整能力の低下が懸念

される。第 2に、財政支援に頼る国有企業の経営破たんが深刻な社会不安をもたらす恐れ

がある。第 3に、国有銀行の不良債権処理に必要な潜在的な財政支出需要が存在し、更な

る財政収支の悪化がもたらされる心配がある。 

図表 9 税収、その他の財政収入と歳出の推移（1986～03年） 
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（出所）ADB Key Indicators 2004 

 財政収支の悪化を食い止めるために、2004年に入ってから、中国政府は徴税能力の強化

や建設国債発行の減額などいくつかの方策を打ち出している。一方、財政赤字を拡大させ

る動きも現れている。江沢民前国家主席が打ち出した西部大開発に続き、温家宝首相は東

北振興の大プロジェクトを提唱している。そのいずれも巨額の財政資金の投入を必要とし

ている。さらに、金融市場の開放に備えて、国有銀行の改革が急ピッチに進められている。

しかし、国有銀行のバランスシートに巨額の不良債権が存在し、これを処理し、国有銀行

の自己資本比率を強化するために、大規模な資本注入が必要とされている。さらに、社会

保障制度を整備するために、財政による社会保障ファンドの充実が求められている。要す

るに、計画経済から市場経済への制度移行において、古い制度が残した負の遺産を処理し

穴埋めするには、巨額の財政支出が必要なのである。 
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８．終わりに－持続可能な「科学的発展観」の重要性 

 中国経済は市場経済化に向けた移行期の終盤に差し掛かっている。資源配分に市場メカ

ニズムを導入し、行政機能と企業経営機能の分離の一環として国有企業の民営化が推し進

められている。市場開放を推進するとともに、国内企業の国際競争力も強化されつつある。

こうした動きのなかで、中国経済の対外依存度が一層高まり、アジアの周辺諸国を中心に

相互依存が強化されている。相互依存が強化されれば、成長局面における共通利益が享受

されるのであろうが、景気下降局面において同時不況の可能性もかつてないほど高まるの

である。したがって、中国経済の高成長と持続可能性に関する設問は日増しに増えている。 

 中国市場のプレーヤーとして、国有企業と国内の民営企業という国内組に加え、日系企

業を含む海外組も重要な役割を果たしている。目下、国内組は公共財や労働集約型の諸業

種に集中している。それに対して、海外組はハイテクなど技術集約型の輸出産業の主役で

ある。両者は競合する場面もあるが、基本的には、内外分業がその基本構図になっている。

この点は、中国政府が外資誘致を積極的に行っている背景にある。 

 しかし、内外分業はいずれ国内企業の技術レベルの向上に伴い終焉し、大競争時代が到

来するはずである。大競争時代において、内外企業はいかにそれぞれの比較優位を発揮す

ればよいかという課題に直面している。 

 一方、中国国内経済を考察すれば、市場経済への制度移行は未だ完成しておらず、種々

のリスク要因が内在する。常識的に考えれば、実体経済の市場経済化にともない、市場プ

レーヤーの自由度が高まるにつれ、その行動規範を再定義することが必要である。すなわ

ち、市場経済においてはルールが重要であり、ルール作りは移行経済にとり早急に取り組

まなければならない課題なのである。 

 実際のルール作りにおいて、いかに透明性を確保するかという制度設計のあり方が問わ

れている。制度をデザインするのは政府であるが、その運用段階において、国民によるチ

ェック機能の強化が必要になる。この点について、中国が直面する課題は、共産党一党支

配の社会主義の政治体制と市場経済化とのミスマッチである。国民の政治への参加を認め

れば、一党支配の政治体制が大きく動揺する恐れがある。経済のみ自由化・市場化し政治

改革が遅れれば、国民の納税意識の向上が妨げられる。というのは、国民にとっては納税

する義務と政治に参加し政治をチェックする権利とがなければミスマッチは解消しないの

である。したがって、市場経済化の中で経済が急速に活性化するが、それを制御する力と

して国民によるガバナンスとチェック機能の強化が不可欠である。 
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 このような前提を踏まえて、中国経済の柱になっている国有企業、国有銀行と税財政シ

ステムの改革を検討してみる。 

第 1に、国有企業は中国経済のエンジンとして重要な役割を果たしてきたが、市場経済

化が進展する中で市場競争の激化に適応できなくなり、その多くは順次市場から退出させ

られることになる。問題なのはその手順であり、いかなる手順を踏んで国有企業が民営化

されるかが重要なポイントになる。 

 第 2に、国有銀行を中心とする金融制度改革は、市場経済化の集大成の作業になる。金

融システムは単なる金融仲介だけでなく、情報の創造と伝達の役割も果たしている。既存

の金融システムは、国有銀行から国有企業への金融仲介が主軸になっているため、非効率

なものになっている。非効率な金融仲介は、巨額の不良債権を発生させた。したがって、

金融制度改革については、①不良債権を処理し、②銀行の収益性を向上させ、③金融仲介

に関する審査機能を強化することが中心的な課題となる。 

 第 3に、税財政制度の改革である。税財政制度の改革に当たっては、その役割の変化を

再認識することからスタートしなければならない。計画経済において、税財政システムは

金融システムとともに、行政の財布代わりという役割を果たしてきた。あらゆる収支につ

いては、政府の経済計画に基づいてカネの出し入れが行われていた。市場経済においては

税財政システムはマクロ経済の調整機能を果たし、所得格差の縮小を目的とする所得再配

分の役割を果たすものである。市場経済に適応する税財政制度は、行政の財布ではなく、

予算管理の透明性を高め、国民によるガバナンス機能を強化するものでなければならない。 

 国有企業改革、金融制度改革と税財政制度改革は中国経済の構造改革の中心であり、持

続可能な安定成長を目指すには、避けて通れない。これらの制度改革は効率性をもたらす

と同時に、社会の安定性を損う恐れもある。ここで、重要なのは存続不可能な計画経済型

の諸制度に代わって、新たに市場経済型のシステムを構築することである。この作業は一

朝一夕にできることではなく、漸進的に進めていかなければならない。 

 これらの諸改革に伴い、新制度の移行が急進する可能性がある。そのプロセスにおいて

は、更なる所得格差の拡大が予想される。改革の流れに乗り遅れる農村部住民や国有企業

にリストラされる労働者は社会弱者層の予備軍となり、巨大な不満とストレスを蓄えるこ

とになり、中国社会の安定と経済成長を脅かす大きなリスク要因になる。大半の中国人が

求めているのは、決して「改革・開放」政策以前の計画経済時代の完全平等な社会への逆

戻りではなく、市場経済時代における社会の公正の実現である。すなわち、実力相応の富
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の配分と合理的な税財政制度による所得再配分が行われる社会が当面目指すべき理想図と

いえる現実の社会は、理想図にほど遠いものになっている。 

 中国政府は、今後の経済成長目標として、2020年の経済規模を 2000年の 4倍にすると

しているが、実際に目指すべき目標は単なる経済規模の拡大だけでなく、所得格差が縮小

し、環境に配慮した国づくりである。経済規模拡大の数値目標は、単なるマイルストーン

の一つに過ぎない。13億の人口を有する中国のような大国にとって、単なる経済規模の拡

大だけでは不十分であり、バランスの取れた経済成長を目指す必要がある。それが胡錦濤・

温家宝政権によって提起された「科学的発展観」である。 

 25年前の中国はともに貧しい国だったが、今や一部の人が豊かになり、大半の人にとっ

て生活レベルが向上したものの、低所得層と富裕層との格差からみれば、相対的な貧しさ

はむしろ増幅している。また、所得水準の向上にともない家計の住環境が改善されている

ものの、工業の発展や自動車の普及によって国全体の環境は悪化している。このようなこ

とから考えれば、今のようなもっぱら経済規模の拡大を追及する成長路線は、持続不可能

である。したがって、「科学的発展観」が提起されたのは正しいが、それを実現するには、

その中身を具体化し、着実に具体化された目標を達成していくことである。 

 

 

補論：中国における「民工荒」に関する経済学的考察 

中国では、都市部に 1億 5,000万人、農村部に 3億人以上の余剰労働力が存在するとい

われている。その中で、広東省を中心とする沿海部において「民工荒」という労働力不足

の怪現象が起きている。産業集積が進んでいる東部沿海部に投資している日系企業やその

他の外資系企業にとって、深刻な問題になりそうである。 

 

１．「民工潮」から「民工荒」への変化 

 外資系企業にとって中国に投資するメリットは、豊富で廉価な労働力である。中国の「改

革・開放」政策により、東部沿海部に外資誘致政策を導入することによって、産業集積が

本格化したのである。広東省の東莞市へのエレクトロニクス産業の集積はその典型例とい

える。 

 なぜ、広東省などの沿海部に産業が集積しているのだろうか。中国政府が実施する優遇

政策のほかに、外国の資本と国内の労働力が沿海部でマッチングし、交通インフラも整備
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されていることが背景にある。これまで、四川省などの内陸部から大量の廉価な労働力が

供給され、それが中国経済成長を支える原動力になっているのである。 

 これらの廉価な労働力は出稼ぎの形で沿海部に働きに行くものだが、正規な雇用契約に

基づくものではないため、ほとんどの場合、何の社会保障も受けられない。それでも、次

から次へと内陸から「ヒトの洪水」のように出稼ぎ労働者が沿海部に押し寄せてくる。80

年代から 90 年代半ばまで、このような出稼ぎ労働者の流れは「民工潮」と呼ばれ、その

多くは仕事に付かないまま沿海の大都市の駅前広場などで群れとなって屯し、治安の悪化

など社会問題にまで発展した。 

 90 年代半ば以降、「民工潮」の問題を解決するために、中央政府から地方政府まで、自

発的な出稼ぎ労働者をフォーマルな職業紹介組織によって仲介するなどの試みが行われ、

「民工潮」の大部分が組織化された。すなわち、内陸部の地方行政である村や郷の政府は

沿海部の地方行政と提携して、組織的に労働力を紹介するという仕組みである。 

 では、沿海部ではいつから「民工潮」が「民工荒」に変わったのだろうか。 

 具体的にみると、02 年頃から労働力供給が不足しがちとなり、03 年以降「民工荒」が

問題として提起されるようになった。かつて、東莞市において一人の労働者を公募すると、

1,000 人の応募者が押し寄せていたが、最近は、あっちこっちの人材斡旋業者に頼んでも

人が集まらない。そのため、やむを得ず生産規模を縮小する企業も現れている。 

 

２．労働力の需要と供給のミスマッチ 

 新古典派経済学において、雇用は需要と供給によって決まるといわれる。その中で、賃

金は企業の経営者が主体的に決めるものというよりも、市場の需要と供給で決まる。ただ

し、実際の賃金水準の変化をみると、下方に対して硬直的であるといわれる。 

 中国における出稼ぎ労働者の雇用問題をみると、内陸で農業に従事するよりも、沿海部

の外資系工場で働いたほうが賃金水準が高いため、10代後半から 20代前半の若い労働力

は内陸農村部を離れ、沿海部の大都市に出稼ぎに行く。中国労働省の発表によると、03年

末現在、都市部の出稼ぎ農民は 9,800万人にのぼるといわれる。労働社会保障省によると、

毎年農村からの出稼ぎ労働者は 13%ずつ増えているといわれる。 

 内陸部にとって、出稼ぎ労働者による故郷への送金は重要な資金源になっている。四川

省や湖南省などの内陸地方は毎年 400億元以上の送金を受け入れており、ある意味でこれ

らの地方経済はその上に成り立っていると言って過言ではない。 
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 現在、内陸農村部に 3億人以上の余剰労働力が存在し、沿海部で雇用に対する需要があ

るにもかかわらず、なぜ雇用の需要と供給の間にミスマッチが生じるのだろうか。 

 第 1 に、過剰な労働供給を反映して、出稼ぎ労働者の賃金は 10 年以上に亘って上昇し

ていない。しかし、90年代の前半において、ピーク時に 2割を超すインフレーションが発

生していたため、実質賃金はむしろ減少したことが指摘できる。 

 第 2に、沿海部における生活費の高騰によって、出稼ぎ労働者のエンゲル係数（食費÷

可処分所得）が上昇し、故郷へ送金できる金額が大幅に減少している。 

 第 3に、出稼ぎ労働者の多くは正規な雇用契約が結ばれていないため、社会保障は受け

られないばかりでなく、劣悪な労働環境のなかで「労働法」で禁じられている長時間労働

（12時間以上）を強いられている。 

 第 4に、出稼ぎ労働者が都市部での生活に慣れてきたため、すこしでも楽な仕事に従事

したいという思いが強く、俗にいう 3Kの仕事が敬遠されている。 

 中国経済は計画経済から市場経済へ移行するプロセスにあり、労働力の需要と供給も

徐々に市場メカニズムに基づいて調整されるようになりつつある。その中で、単純労働力

の需要と供給も、賃金水準の変化によって調整されることになる。このような大きな流れ

のなかで、外資系企業は単なる中国の廉価な労働力を狙って中国に進出するだけでは、そ

の投資が思うように成功しないかもしれない。経済成長とともに、労働コストも次第に上

昇していく前提に立って、外資系企業は投資戦略を再考する必要がある。 
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